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■ 24年改定の建て付けが悪くて多くの病院が赤

字ヘ

2024年 度診療報酬改定が整形外科領域にど

のような影響を与えたかについて説明したいc日

本はバブル経済崩壊後、約 30年に渡る物価が

変わらないデフレ経済下から、物価が上がるイン

フレ経済に転じて、病院経営はかつて経験したこ

とがない赤字へ転落している。24年度改定率の

「本体+0.88%」 が決まったのは23年 12月であり、

そのときは現在のようなインフレ経済になっていな

かった。原材料や人件費高騰に伴って、大手ハ

ンバーガー店やコンビニおにぎりは「資本主義経

済」の原則に則って、価格転嫁して商品値上げ

をしている。しかし、診療報酬という公定価格に

よる「計画経済」では、勝手に価格転嫁できな

いのが医療機関の辛いところだ。

結論を言えば国家による計画経済である2024

年度診療報酬改定の建て付けが悪かった。次

回2026年 改定の診療報酬改定率を決定するに

あたっては、これまでの財務省における予算を削

るという医療費抑制政策の改善が必要なのは言

うまでもない。病院団体も改定への要望として「社

会保障予算に関しての財政フレームの見直しを

行い、社会保障関係費の伸びを高齢化の伸び

の範囲内に抑制するという取扱いを改めることが

必要」としている。
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■整形外科領域のプラス要因を俯腋する

そのような厳しい病院経営環境下で24年改定

のなかで、整形外科領域のマイナス要因としては、

トリガーポイント注射 80点を70点 (▲ 10点 )と

引き下げた。一方、ブラス要因としては下記があ

る。

【2024年改定における診療報酬領域のプラス要因】

(1)筋骨格系 。四肢・体幹手術への術式追加

① K080¨ 5関節鏡下肩甲骨鳥口突起移行
術をイ半うもの 46,370点、

② K082¨ 7人工股関節置換術 (手術支援

装置)43,260点 (届出)

③ K142-5内視鏡下椎弓形成術に椎弓が2

以上の場合に1椎弓増すごとに所定点数

の 100分の50加算可能へ(4椎弓限度)

(2)DPCの効率性係数 (在 院日数短縮を評

価)の計算式見直しで整形専門病院の同

係数はアップ

(3)急性期一般入院料 1(7対 1看護)削減
の刺客である「看護必要度見直し」に整

形外科領域手術は有利に働く

(4)新設された地域包括医療病棟は急性期―

般入院料 4(10対 1看護)で出来高算
定の病院にとって整形外科入院患者は大

幅増収が見込める最強の組み合わせ

令和6年度JCOA研修会
特別講演 1「 2024年度改定の整形外科領域への

具体的な影響データとこれからの対応」
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(1)筋 骨格系・四肢・

体幹手術への術式追加で

あるが、② K082-7人 工股

関節置換術 (手術支援装

置 )43,260点 (届 出)と

してロボット手術がTHA
限定であるが保険収載さ

れた。スライド1のように全

国で 130施設以上の届出

があり、大阪が 17病 院と

最も多い。一方、まだ0も

8県ほどある。購入価格は

高いが、メリットとして「若

い医師が集まる」「その県

でオンリーワン導入等では

希少価値による広報効果」

等がある。

～ J病 院は全国の00整
形外科病院であるが、在

院短縮を評価した「効率

性係数」がこれまでは全

国の診断群別患者数に置

き換えられて計算されてい

た。そのため、全国で患

者数が多い人腿骨近位骨

折 の在院日数が長いと、

他の診断群が短くてもあま

蜻場 (スライド1)すでに全国で130施設以上が届出済み

入鷺駿炒鐵鑽攘購 (攀購賣機は鑽警鸞懇ヽるもの)
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(2)DPC病 院のパフアーマンス等を評価した

機能評価係数Ⅱにおける「効率性係数」 (在 院

日数短縮を評価)の計算式見直しで、全国でも

ともと在院日数が短い整形専門病院の同係数は

アップした。 (スライド2)A

り効率性係数は高くならなかった。それが全て自

院の診断群別患者数で計算されるようになったた

めに有利になった.全ての病院でスライド2のよう
に効率性係数の偏差値は上がることになった。
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隋場 (スライド2)DPC効率性係数 (在院日数短縮)は UPヘ

′ 効率性係数の根拠になる効率性指数の計算方法が変わつたことで、整形外科専門病院の効率性係数
の偏差値はいずれも上がつている
′ 従来制度では大腿近位部骨折など、DPCこ との日数設定の長い診断群分類が多い整形外科は、早期
の退院もしくは院内転棟を行わないと効率性係数に不利に働 くことがあった
/新 制度で計算方法によって診断群分類の日数設定が不利に働きづらくなり、令和 5年度は偏差値 50
以上の病院は 10病院中 2病院しかなかつたが、令和 6年度は 5病院が偏差値 50以 上となつた

効率性係数の偏幾値 (DPC標準病院群 )
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■看護必要度新基準に整形外科手術は有利に

働く

(3)急性期一般入院料 1(7対 1看護)削減

の刺客である「看護必要度見直し」に整形外

科領域手術は有利に働くようになった。2024年

度改定において急性期一般入院料 1(7対 1看

護)適正化を目的とした「重症度、医療・看護

必要度」の変更の経過措置が昨年 9月 末で終

了となった。変更の最大の狙いは入院料 1の削

減であり、14年の38万床をピークに22年 7月 時

点で35万 3100床 あった同入院料の 1割程度が

減少すると言われている。

具体的には入院料 1は B項目 (患者のADL
状況や意識レベル)を外した上で、O A3点以上

(医学管理や処置等の実施状況の評価)または

Cl点以上 (手術や検査の実施状況の評価)の

該当患者20%以上および② A2点以上またはCl

点以上の該当患者27%以上のダブルクリアが必

要になった。

今回の変更は高齢者の救急搬送内科系患者

目臨整会報 19巻 2号 (2025)

が多い病院に完全ロックオンしたと言える。それ

はA項 目「緊急に入院を必要とする状態」 (看

護必要度Ⅱでは救急医療管理加算を算定する患

者)の A2点×5日 間を2日 間に短縮 (▲ 3日 間)

したことだった。さらにB項目を除外したため、こ

れまでカウントできていた「A2点かつB3点以上」

が対象外になった。

救急搬送の高齢者はADLが悪いため、大部
分がB3点 以上に該当していた。誤哄性肺炎、

市中肺炎、尿路感染症、圧迫骨折等の患者で

あり、スライド3のようにこれらの患者は新基準の

看護必要度を満たさなくなった。これらは入院料

1ではなく、入院料 2以 降や新設された地域包

括医療病棟、地域包括ケア病棟で診るようにと

いう政策誘導である。一方、大 1)民骨頸部骨折は

新基準を満たしている。整形外科領域は骨の手

術がC項 目1点×10日 間のためだ。今回、人院

料1からのステップダウンを余儀なくされたある病

院では、再びの復活を目指して、整形外科医師

を招聘して整形外科を開設する予定だ.

隋場 (スライド3)B項 目廃止
口救急評価短縮で高齢患者の疾患が厳しい評価

晰晰 複数施設①

平均値【疾患別】看護必要度(7対 1)シミュレーション

50%
45%
40%
35%
30%

改定前

①A 3 orC l

25%
20%
15%
10%
5%
0%

「手術あり」は高評価維持

艤改定前理24年度改定割合①

1棟IMMオフイス
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「高齢」「手術なし」患者の評価が
軒並み厳しくなった
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(4)の新設された地域包括医療病棟も整形

外科とは相性は良い。救急搬送患者 15%以上

は外傷、在宅復帰率 80%も 回復期リハビリ病棟

転棟、転院は参入可能だからだ。リハビリも出

来高算定可能である。ただし、地域包括ケア病

棟転棟は在宅復帰率に参入できない。

■人件費比率を下げるためには必要な部署の人

を増やす必要がある

3病 院団体による病院経営中間報告書では

「近年の経営調査では増収減益傾向が続いてい

たが、24年 度は減収減益傾向に転じることも想

定され、24年 度診療報酬改定の影響、働き方

改 |による人件費の負担増、さらには材料費 (医

薬品、診療材料、給食材料等)の高騰と合わ

せて病院経営はさらに厳しさを増している」と指

摘している。

スライド4は人件費比率を下げるには必要な部

署の人を増やすという逆張り的な論調であるが、

筆者は独立まもない20年 前から主張してきた。

24年改定の急性期一般入院基本料等に加算で

きる「リハビリテーション・栄養・口腔連携体制

加算」や「地域包括医療病棟入院料」の新設

でその主張に対する自信が確信に変わった。とも

に病棟ごとに専従 (1人は専任でも可)のリハビ

リ職員 (理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 )

2名以上が必要で365ロリハビリ実施が大前提で

あり、専任の管理栄養± 1名の配置も必要にな

る。つまり、これらの要件をクリアできなければ職

員を増やす必要があるcもちろん、不要な部署

や一定の職員数以上に増加した場合は余剰人

員となる。

病院の人件費比率は「人件費 /医業収益」

で計算され、急性期病院では50%以下が理想と

されており、ケアミックス病院では55%、 療養型・

精神科単科病院、老健では60%が目安とされて

いる。人が最も多い急性期病院の人件費比率

が低いのは分母が医業収益のためだ。一方、

医療材料や薬剤費の「医療材料費」は高額な

薬剤等を使う急性期が最も高くなっている。多く

の病院や介護施設では分子の人件費が高いの

ではなく、人員配置に対して分母の医業収益が
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蝙 (スライド4)人件費比率を下げるには必要な部署の人を増やす
(分母の「 益

多くの人を必要とする「労働集約型産業」の病院においては、収入を上げるためには、常に
50%人件費に相当する必豊な:墾畳の大量を戦略的に増やさないといけない。
1日入院単価が高い高機能急性期病院で100床あたりの職員数が多くなつているのは、収
入の50%が人件費だからである。
1日 入院単価6万円(人件費3万円)→ 1日入院単価8万円(人件費4万円)となり、つまり、
人は増やさないといけない。

|1標IMヽ 1オフイス

人件費比率=人件費/医業収益
※急性期病院では50%以下が理想とされる
※ケアミックス病院では55%が目安
※療養型・精神科単科病院、老健では60%が目安

・ 多くの病院や介護施設では分子の人件費が高いのではなく、人員配置に対し
て分母の収益が低い

。
:2:毅:≧塗遷:國!整:釜i艶l■益_⊆l」 塾ゝ]止コ_塞:盤を菫:塑:望:二と豊量墜2Ё二塁!重:奎:塑:戒聾逃:童:曼
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低いことが多い。

つまり、分母の医業収益 (1人あたり労働生

産性)を増やす主if;を 略を考えないといけない。これ

までは急性期病院での人件費比率は50%以 下

が理想とされていたが、患者 1人 あたり年間数

百万円、場合によっては1千万円超の抗がん剤

や血液凝固因子製剤等の使用も多くなった。そ

れらが多い病院では薬剤費 (医療材料費)が

大きく向上して収入は増加するが、薬価差益は

ほとんどないため経営的には厳しくなってしまう。

百分率なので医療材料費が上がると、相対的に

人件費率は40%台になるが、利益はでない高機

能ながん拠点病院が続出している。

日臨整会報 19巻 2号 (2025)

そのために「労働分配率」という「人件費―

限界利益 (粗利)」 で算出する病院もある。「限

界利益 」とは「売上高 一変動費」になる。い

ずれにしても多くの人を必要とする「労働集約型

産業」の病院においては、収入を上げるために

は、常に50%人 件費に相当する必要な部署の

人員を戦略的に増やさないといけない。「必要な

部署」はどこと聞かれるが、それは病院のビジョ

ン (あるべき姿)を達成するために戦略的に増

やさないといけない部署である。地域の中でどの

ような整形外科医療を提供するかという自院のビ

ジョンがまずありきだ。

以上
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